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１ はじめに
ソ連崩壊後，ロシアでは市場経済への移行が
開始された。しかし，市場経済化は，７０余年も
の長期間にわたって存在したソヴィエト体制の
惰性により，スムーズには進行しなかった。従
来の指令・命令に代わり，財の需給を調整する
市場が形成されるまでには，長い時間が必要と
された。その間は「システムの真空状態」が生
み出され，社会・経済の深刻な混乱が発生した。
このような混乱の直撃をうけたのが農業であっ
た。農業生産は，市場経済への移行とともに急
減した。１９９１年を１００とする指数でみると，１９９８
年の農業生産はわずか５９にすぎなかった。また，
同年の穀物生産量は，１９５１年以来の低い水準で
ある４７９０万トンにとどまった。
だが，このことを境として，ロシア農業の様
相は一変する。１９９８年まで，農業生産は，気象
条件に恵まれた１９９７年を唯一の例外として減少
を続けていた。しかし，１９９９年以降では，農業
生産は，２００５年にいたるまで７年連続して前年
を上回ったのである。
近年のロシア農業の回復は，世界の食料バラ
ンスにも影響を与えつつある。そもそもロシア
は，２０世紀初頭において世界最大の穀物輸出国
の一つであった。ところが，１９７３年以降には恒
常的かつ大量の穀物輸入国へとその立場を変え
た。そして，経済改革の開始からほぼ１０年を経
て，ロシアは，穀物輸出国として世界市場へ復
帰したのである。おりしも世界穀物市場の状況
は逼迫基調に転じつつあり，ロシアの生産動向
は，世界中から大きな注目を集めている。ただ
し，ロシア農業の回復は一様ではなく，生産部
門，地域，さらには生産者間の格差が拡大して
いると言われている。
本稿の課題は，以上のように，大きく変貌し
つつあるロシア農業の現状，とりわけ生産回復
の要因を明らかにし，今後の展開方向をさぐる
ことにある１）。
本稿の構成は，以下のとおりである。まず，
２．では，農業生産の回復にも大きな影響を及
ぼしているロシアの全般的経済状況を確認する。
つぎに，３．では，農業生産動向を部門別，経
営類型別に検討を加え，その特徴を明らかにす
る。４．では，１９９９年以降の農業生産回復の要
因を明らかにする。５．では，農業生産回復を
支えた要因の現状と今後を検討することによっ
て，ロシア農業の持続的成長の可能性を考える。
６．では，全体をふまえて，ロシア農業の今後
について考察をくわえる。
２ 全般的経済状況
１９９９年以降のロシア経済は，全期間を通じた
ダイナミックな発展で特徴づけられる。１９９８年
の通貨・金融危機にともなう混乱によって落ち
込んだＧＤＰは，１９９９年から回復へと転じた。
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ＧＤＰの成長は，２００３年以降も年間で６％を超
える高いテンポを維持している（第１表）。
この間のロシアの経済成長を支えた要因は，
時期によって異なる。初期の経済成長を支えた
のは，国内製造業による輸入代替であった。
１９９８年の通貨・金融危機の結果，ルーブリの大
幅な切り下げが行われた。これにより，国内製
造業は，輸入品に対して価格面で優位にたち，
国内市場を回復していったのである。四半期毎
の内需増加は１５％を超え，まさしく内需主導の
経済成長が開始されたのであった。
だが，２００１年後半になると，四半期毎の内需
拡大テンポは５％前後に低下した。さらに，ロ
シア経済のもうひとつの柱である原料輸出も，
内需の縮小を補うことはできなかった。例えば，
この時期の原油価格は，２０００年に記録したバレ
ル当たり２０ドル後半の水準から後退し，２０ドル
前半で推移していた（第２表）。結果として，２００１
～２００２年にかけては，ロシア経済は，ＧＤＰで
年に４～５％程度の拡大という比較的「低い水
準の成長」にとどまることになる２）。
２００３年からのロシア経済は，原油価格の上昇
を契機として，その成長を加速させる。原油価
格は，２００３年には年平均でバレル当たり２０ドル
後半の水準に回復し，２００４年には３０ドルを突破
した。これによって，外需主導による経済成長
が開始されたのである。また，石油および石油
輸出による収入は飛躍的に増大した（第３表）。
それは回り回って，内需の拡大をもたらしてい
った。この結果，２００５年に入ると，内需の伸び
は外需のそれを上回り，双方が経済成長に刺激
を与えることになった３）。
第１表 主要マクロ経済指標の推移
単位：前年比％
１９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年 ２００５年
ＧＤＰ
工業生産
農業生産
固定資本投資
消費者物価指数＊
６．４
１１．０
４．１
５．３
１３６．５
１１．０
１１．９
７．７
１７．４
１２０．２
５．１
４．９
７．５
１０．０
１１８．６
４．７
３．７
１．５
２．８
１１５．１
７．３
７．０
１．４
１２．５
１１２．０
７．２
６．１
３．１
１０．９
１１１．７
６．４
４．０
２．０
１０．５
１１０．９
資料：Российский статистический ежегодник ２００５, Росстат, М., ２００６, стр.６８０, Социально-экономическое положение
России２００５года, Росстат, М.,２００６, стр.７, Российскаяэкономикав２００５году,Институтэкономикипереходного
периода, М.,２００６, стр.１７６.
注＊当該年１２月の前年同期に対する指数。
第２表 ２０００～２００５年の石油世界価格
単位：バレル当たりドル
２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年 ２００５年
北海・ブレント原油
ロシア・ウラル原油
ＯＰＥＣ・バスケット価格
２８．５０
２６．６３
２７．６０
２４．４４
２２．９７
２３．１２
２５．０２
２３．７３
２４．３４
２８．８３
２７．０４
２８．１３
３８．２１
３４．４５
３６．０５
５４．３８
５０．４７
５０．６４
資料：«Экономико-политическаяситуациявРоссии»,Январь２００６г.,стр.２３.
第３表 石油および主要石油製品の輸出による収入
単位：１０億ドル
２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年 ２００５年＊
３４．９ ３３．４ ３８．７ ５１．１ ７４．６ ９０．４
出所：«Экономико-политическаяситуациявРоссии»,Январь２００６г.,стр.２６.
注＊１０カ月間の数値。
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つまり，輸入代替を中心とした内需拡大で始
まったロシアの経済成長は，内需拡大が限界と
なると資源輸出がそれを支え，その資源輸出が
内需を喚起し，さらなる成長を促進するという
自己完結した形をとるようになったのである。
１９９８年の危機の引き金となった為替レートも，
この２年半にわたって１ドル＝２７～２９ルーブリ
の間で安定的に推移している。２００６年前半には
ルーブリ高が進行し，ロシア経済の安定化を大
いにアピールするものとなった。
１９９８年の危機直後には，ロシア経済の「２００３
年問題」「２００３年危機説」が唱えられていた。
これは，２００３年には対外債務返済額がピークを
迎えるとともに，投資なしに放置されてきた社
会・経済インフラが限界に達し，「最大級のシ
ステム的危機」がロシアを襲うであろうとする
予測であった４）。
しかし，好調な経済は，こうした予測を過去
のものとした。現実には，ロシアの経済成長は
継続し，対外債務はますます順調に返済されて
いる。この過程を大きく助けているのが，２００４
年１月に創出された「安定化基金（Стаби-
лизационныйфонд）」である。安定化基金
の目的は，原油価格の変動に左右されない確実
な税収確保にある。このため，原油価格が政府
の設定する基準価格を超えた場合には，暴落時
に備えて，原油輸出関税及び天然資源採掘税の
一部が基金へ控除される。なお，基金総額が５０００
億ルーブリを超えた場合，超過分は対外債務返
済や年金基金の赤字補填に支出可能とされた。
原油価格の高騰は，安定化基金を利用しての
対外債務の繰り上げ返済を促進することとなっ
た。すでに２００５年１月には，対ＩＭＦ債務が完
済され，パリクラブ債務に関しても２００７年に完
済が見込まれている。また，安定化基金自体
も，２００４年末の５２２３億ルーブリから２００５年末に
は１兆２３８０億ルーブリへと急増を続けている５）。
政府予算はすでに２０００年より黒字に転じてい
る。黒字額は毎年拡大しており，２００５年にはＧ
ＤＰの実に７．７％に相当するにいたった６）。潤
沢な予算は，政府主導での社会・経済政策の展
開を可能とした。２００５年９月には，保健，教育，
住宅建設，農業の４部門で２カ年の「優先的国
家プロジェクト（Приоритетныйнациональ-
ныйпроект）」が開始された。
以上のような情勢を反映して，ロシアは現在
では，今後経済成長の見込まれる有望国の一つ
とみなされている。この関連で，ロシア，ブラ
ジル，中国，インドが「ＢＲＩＣｓ諸国」と総
称される機会が増加している７）。事実，近年の
経済成長により，２００５年のロシアのＧＤＰは，
ドル換算で世界第１４位，購買力平価換算で第１０
位までに回復しており，世界経済の中での存在
感は増大している。
以上のような成果とともに，ロシアは大きな
問題に直面している。それは，経済が石油・天
然ガス・鉱物資源等の一次産品生産部門に強度
に依存するようになったということであり，ロ
シア経済の原始化とも呼ばれている。
一方で，ロシアの製造業をとりまく状況は厳
しさを増している。１９９８年までは，石油を中心
とする資源輸出によってルーブリの実質レート
が切り上がり，製造業の競争力が失われ，壊滅
的な打撃をうけた。いわゆるオランダ病である。
１９９８年の通貨・金融危機の結果，ルーブリは大
幅に切り下げられ，製造業はようやく一息つく
ことができた。
だが，その後はすでに見たようにルーブリは
安定的に推移し，その一方では年間１０％を超え
る高い水準でインフレが進行した。この結果，
ルーブリの実質的レートは年々切り上がり，
２００４～２００５年には，ほぼ１９９８年の水準に戻って
いる。
さらに生産設備の近代化の問題は，解決して
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いない。１９９９年以降の固定資本投資の増加を反
映して，生産設備の近代化も行われてはいる。
例えば，使用年数５年以下の生産設備の比率は，
２０００年の４．７％から２００４年には８．６％と大幅に上
昇した。しかし，生産設備の半分以上を占めて
いるのは，老朽化・陳腐化の著しい使用年数２０
年を超えるものである。生産設備平均の使用年
数も２０年を超えてしまっている（第４表）。
ロシア政府発表の経済見通しには，原油価格
に基づいた複数のシナリオが提示されるように
なって久しい。この事実こそが，石油に依存す
るロシア経済の現状をもっとも明瞭に示してい
るのである。
３ 農業生産動向
ロシアの農業生産は，１９９９年以降２００５年にい
たるまで７年連続して増加を記録している。こ
のような長期間にわたる継続的な生産増加は，
それが単に気象条件だけに起因するものではな
く，農業の構造的変化が相応の役割を果たして
いることを意味している。第５表は，この間の
農業生産高の推移を耕種・畜産の部門別を含め
て示したものである。同表からは，農業生産の
回復テンポは，２００１年までの急激なものから，
２００２年以降には，年１～３％程度のゆるやかな
ものへと変化したことが確認できる。また，農
業生産回復の推進力となったのは耕種部門であ
ること，一方，畜産部門は未だにはっきりとし
た回復過程に入っていないことが見てとれる。
主要農産物生産の推移を確認しよう。まずは，
耕種部門である。第６表は，この間の主要耕種
生産物の推移を示したものである。同表からは，
歴史的な旱魃に見舞われた１９９８年を底として，
耕種生産は回復基調で推移していることがはっ
きりと見てとれる。とりわけて顕著なのが，穀
物とひまわり種子の生産増大である。
穀物生産は，１９９８年に４７９０万トンと１９５０年以
来の不作となったが，１９９９～２０００年にゆるやか
な回復を記録する。その後は，２００１～２００２年に
は８５００万トンを，２００４～２００５年にも７８００万トン
を超えるという高い生産水準で安定しつつある。
第４表 工業生産設備の使用年数別構成
単位：％
１９８０年 １９９０年 １９９５年 ２０００年 ２００４年
５年まで
６～１０年
１１～１５年
１６～２０年
２０年超
３５．５
２８．７
１５．６
９．５
１０．７
２９．４
２８．３
１６．５
１０．８
１５．０
１０．１
２９．８
２２．０
１５．０
２３．１
４．７
１０．６
２５．５
２１．０
３８．２
８．６
５．１
１２．３
２２．５
５１．５
平均使用年数（年） ９．５ １０．８ １４．１ １８．７ ２１．２
資料：Российскийстатистическийежегодник２００５, стр.３９２.
第５表 農業生産の推移（対前年比）
単位：％
１９８６－９０
年平均
１９９１－９５
年平均 １９９６年 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年 ２００５年
農業生産
うち耕種
うち畜産
２．２
１．４
２．７
－７．７
－４．７
－９．７
－５．１
０．３
－１１．０
１．５
７．３
－５．０
－１３．２
－２２．３
－１．８
４．１
９．１
－０．７
７．７
１３．６
０．８
７．５
１０．８
３．５
１．５
０．０
３．２
１．４
３．１
－０．５
３．１
７．５
－２．４
２．０
Ｎ.Ａ.
Ｎ.Ａ.
資料：Российский статистический ежегодник２００５,стр.３６, Социально-экономическоеположениеРоссии ２００５года,
стр.７,Российскийстатистическийежегодник２００４,Росстат,М.,２００４,стр.３５, Российскийстатистическийежегодник
２００２, Госкомстат России, М.,２００２, стр.３８.
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現在のロシアの穀物生産は，絶対量としては，
以前の水準に遠く及ばない。２００１～２００５年の５
年間の年平均穀物生産量は，約７９４０万トンであ
り，１９９６～２０００年の約６５２０万トンを上回ってい
る。しかし，１９８６～１９９０年の約１億４３０万トン，
１９９１～１９９５年の約８７９０万トンには達していない。
だが，この間にロシアの穀物支出も，大幅に
減少した。第７表は，この間のロシアの穀物支
出の変化をあげたものである。同表からは，主
に家畜飼養頭数の減少に起因する飼料用利用の
急減により，穀物支出全体が大幅に低下したこ
とが見てとれる。ロシアの穀物支出は，１９９０年
の約１億２７５０万トンから，１９９０年代末には約
６４００万トン程度へとほぼ半減したのである。
以上の結果，ロシアの穀物需給は大幅に緩和
された。そして，２０００年代には，余剰分が輸出
に向けられることが常態化した。とりわけ，
２００１～２００２年の豊作をうけて，２００２年には約
１３８０万トン，２００３年にも約１１５０万トンもの穀物
輸出が行われた。穀物輸出は，２００４年には減少
するが，２００５年には再び増加に転じ１０００万トン
台を回復する情勢にある（第８表）。この結果，
ロシアは，世界市場でも「新興小麦輸出国」の
一つとして認知されるようになった８）。
たが，近年の穀物輸出の増加は，肯定的評価
のみを与えることができない。とりわけ，２００２
年の輸出急増の背景には，２年続きの豊作によ
り，国内穀物価格が急落し，それが輸出を大き
く促進したという事情があった。国内価格の低
迷は，播種面積の縮小をもたらし，さらなる生
産拡大を抑制する。２００３年の不作の原因として
は，気象条件に加えて，穀物価格低迷に反応し
ての秋播きの縮小があげられている。また，国
内の穀物生産と畜産物生産の連係が断ち切られ
てしまっている。穀物生産は回復基調にありな
がらも，それが畜産物生産の回復へと結びつい
ていない。このため，「穀物を輸出し，畜産物
を輸入する」という貿易パターンが定着してし
まった。
ひまわり種子生産もその増大が著しい。２００５
年の収穫は６４０万トンに達し，市場経済移行直
前の２倍以上にもなっている。こうした飛躍的
な生産増の原因は，高い買付け価格と収益性に
ある。農業企業を対象とした耕種生産物の収益
性の推移をみると，ひまわり種子は，近年では
穀物を上回る高い収益性を安定的に確保してい
る（第９表）。このため，ひまわり種子の播種
面積は拡大し，それが主に生産拡大を支えてい
る。とりわけ，２００３年には，前年の収益性の変
化を背景として，穀物からひまわり種子生産へ
の播種転換が広く観察された。ひまわり種子生
産の拡大は，ロシアの農業生産者が価格シグナ
ルへの対応能力を獲得したことを示している。
つぎに畜産の動向である。家畜・家禽の飼養
頭羽数は，全体として減少を続けている（第１０
表）。唯一の例外と考えられるのが，羊・山羊
である。羊・山羊の飼養頭数は，１９９９～２０００年
に１４８０万頭と最少を記録したのち，増加に転じ，
第６表 主要耕種生産物の推移
単位：百万トン
年 １９８６－９０年平均
１９９１－９５
年平均 １９９６年 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年 ２００５年
穀物
てんさい
ひまわり種子
じゃがいも
野菜
１０４．３
３３．２
３．１
３５．９
１１．２
８７．９
２１．７
３．１
３６．８
１０．２
６９．３
１６．２
２．８
３８．７
１０．７
８８．６
１３．９
２．８
３７．０
１１．１
４７．９
１０．８
３．０
３１．４
１０．５
５４．７
１５．２
４．１
３１．３
１２．３
６５．５
１４．１
３．９
３４．０
１２．５
８５．２
１４．６
２．７
３５．０
１３．３
８６．６
１５．７
３．７
３２．９
１３．０
６７．２
１９．４
４．９
３６．７
１４．８
７８．１
２１．８
４．８
３５．９
１４．６
７８．０
２１．４
６．４
３７．５
１５．２
資料：Российскийстатистическийежегодник２００５, стр.４４９, Социально-экономическоеположениеРоссии ２００５ года,
стр.７０, Российский статистический ежегодник２００４, стр.４２９.
２２１
２００３年以降も１７００万頭の水準を維持している。
これに対して，牛は一貫して減少を続け，２００５
年には雌牛飼養頭数は１０００万頭の大台を切った。
豚および家禽は，穀物生産回復と連動して飼養
頭羽数が回復することもあったが，それは一時
的なものにとどまり，減少傾向はいまだに歯止
めがかかったとはいいがたい。
主要畜産物の生産は，市場経済移行とともに
急激な減少を続けた。しかし，１９９０年代後半に
は，その減少は緩やかになり，食肉生産では４００
第７表 ロシアの穀物支出の変化（１９９０～２０００年）
単位：千トン
１９９０年 １９９５年 １９９９年 ２０００年 １９９０年・２０００年の差
２０００年／
１９９０年（％）
種子用
飼料用
食用
工業加工用
損耗
１６，９７５
７４，８７４
３０，８９５
２，４７７
２，３５５
１５，５９９
４９，４６２
１９，３８６
２，１４２
１，４２９
１１，９８１
３２，４８８
１７，４２２
１，９２０
７８５
１１，４８２
３２，３６９
１７，３９９
１，８０６
８７９
－５，４９３
－４２，５０５
－１３，４９６
－６７１
－１，４７６
６７．６
４３．２
５６．３
７２．９
３７．３
支出計 １２７，５７６ ８８，０１８ ６４，５９６ ６３，９３５ －６３，６４１ ５０．１
資料：Российскийстатистическийежегодник２００１,Госкомстат,М.,２００１,стр.４２２.
第８表 ロシアの穀物輸出量の推移
単位：千トン
２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年 ２００５年
穀物
うち小麦
うち大麦
１，３５２
５９４
６２７
３，３９２
１，７０７
１，５９５
１３，８５６
１０，５６７
３，１７８
１１，４７２
７，７８７
３，２０７
５，８６９
４，７１６
１，０７７
Ｎ.Ａ.
６，８４２＊
Ｎ.Ａ.
資料：Российскийстатистическийежегодник２００５,стр.７０７,Российскийстатистическийежегодник２００４,стр.６５７, Росси-
йскаяэкономикав２００５году,стр.２９５.
注＊１～１１月のみ。前年同期と比較すると２．５倍。
第９表 農業企業における耕種生産物の収益性の推移
単位：％
１９９０年 １９９５年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年
穀物（含・とうもろこし）
てんさい
ひまわり種子
じゃがいも
野菜（露地物）
１５８
２６
１４５
２４
４２
５５
３９
１３４
８３
４１
０．０４
－７
３４
１３
１３
５６
２
９８
９３
６７
６５
７
５４
５１
１７
４８
５
７５
３１
２２
１８
１３
７９
４１
４３
４１
１４
６４
４６
３５
４２
１１
７１
２１
１５
資料：Российскийстатистическийежегодник２００５,стр.４４５.
第１０表 家畜飼養頭数の推移（年末時）
単位・百万頭羽
１９８５年 １９９０年 １９９６年 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年２００５年＊
牛
うち雌牛
豚
羊・山羊
家禽
５９．６
２１．６
３９．０
６３．４
６２８
５７．０
２０．５
３８．３
５８．２
６６０
３５．１
１５．９
１９．１
２２．８
３７２
３１．５
１４．５
１７．３
１８．８
３６０
２８．５
１３．５
１７．２
１５．６
３５６
２８．０
１３．１
１８．３
１４．８
３４６
２７．３
１２．７
１５．７
１４．８
３３９
２７．１
１２．２
１６．０
１５．３
３４３
２６．５
１１．８
１７．３
１６．１
３４２
２４．９
１１．１
１６．０
１７．０
３３８
２３．０
１０．３
１３．４
１７．８
３３７
２１．４
９．５
１３．３
１７．３
Ｎ.Ａ.
資料：Российскийстатистическийежегодник２００５,стр.４５８, Социально-экономическоеположениеРоссии２００５года,стр.７３.
注＊２００６年１月１日時点。
２２２
万トンの後半，牛乳生産では３２００～３３００万トン
台で安定する傾向をみせた。そして，２０００～
２００２年には，一連の指標はわずかながら上昇に
転じ，畜産物生産の回復が始まったかのように
思われた。だが，２００３年以降では牛乳生産が再
び減少している（第１１表）。
全体として，家畜・家禽飼養頭羽数および主
要畜産物生産は，減少を続けている。畜産は，
危機的状況から未だ脱出できていない。この根
本的原因は，畜産が赤字部門にとどまっている
ことにある（第１２表）。ロシアの主要畜産物で，
黒字を確保しているのは，牛乳・鶏卵などの少
数品目にとどまっている。とりわけ，牛肉は深
刻かつ恒常的な赤字状態にある。
畜産部門における注目すべき変化は，養鶏の
拡大である。食肉生産量に占める鶏肉の比率
は，１９８０年代後半～１９９０年代前半には１７～１８％
程度であったが，近年には２１～２４％にまで上昇
している。また，鶏卵は，１９９０年半ばという早
い時期から生産を安定化させている。近年の農
業部門への投資も養鶏で目立っており，その存
在感を増している。
一方，ロシア農業の経営類型別（農業企業・
住民の個人副業経営・農民経営）生産構造に
は，１９９８年以降，緩やかな変化が現れている。
住民の個人副業経営は，依然として農業生産
の過半を占めているが，徐々にその比率を低下
させている。一方，農業企業は，年によって多
少の上下はあるものの，近年では４０％程度を確
保し続けている。そして，農民経営は，長らく
続いた低迷から抜け出し，その比率を２０００年の
３％から２００５年には６％までに上昇させている。
実際の生産高も急増しており，その成長ペース
だけで言えば，農民経営は３つの経営類型の中
第１１表 主要畜産物の推移
年 １９８６－９０年平均
１９９１－９５
年平均 １９９６年 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年 ２００５年
食肉（屠体重・千ｔ）
うち牛
うち豚
うち羊・山羊
うち家禽
牛乳（百万ｔ）
鶏卵（十億個）
羊毛（千ｔ）
９，６７１
４，０９６
３，３４７
３６９
１，７４７
５４．２
４７．９
２２５
７，５５０
３，３９１
２，４７５
３２３
１，２７７
４５．４
４０．３
１５１
５，３３６
２，６３０
１，７０５
２３０
６９０
３５．８
３１．９
７７
４，８５４
２，３９５
１，５４６
１９９
６３０
３４．１
３２．２
６１
４，７０３
２，２４７
１，５０５
１７８
６９０
３３．３
３２．７
４８
４，３１３
１，８６８
１，４８５
１４４
７４８
３２．３
３３．１
４０
４，４３２
１，８９５
１，５６９
１４０
７６６
３２．３
３４．１
４０
４，４５１
１，８７２
１，４９８
１３３
８８４
３２．９
３５．２
４０
４，６９４
１，９５７
１，５８３
１３６
９５３
３３．５
３６．３
４３
４，９３６
１，９９０
１，７０６
１３３
１，０４４
３３．４
３６．５
４５
４，９９４
１，９５１
１，６４４
１４４
１，１８７
３２．２
３５．８
４７
ＮＡ.＊
ＮＡ
ＮＡ
ＮＡ
ＮＡ
３１．０
３６．８
Ｎ.Ａ.
資料：Российскийстатистическийежегодник２００５, стр.４５８, Социально-экономическоеположениеРоссии ２００５ года,
стр.７４,Российскийстатистическийежегодник２００４,стр.４３８.
注＊生体重による食肉生産量は前年比１．７％減の７６０万トン。屠体重による食肉生産も同じ減少率とすれば，４９０．９万トンとなる。
第１２表 農業企業における畜産物の収益性の推移
単位：％
１９９０年 １９９５年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年
牛乳および乳製品
（牛乳換算）
家畜・家禽（生体重）
うち牛
うち豚
うち羊・山羊
うち家禽
鶏卵
羊毛
５６
２２
２３
４０
２９
５１
２５
－１
－２０
－４
－３７
－１１
２７
－５２
－２８
－５４
－２９
－３７
－１２
２１
－７３
２２
－２４
－１０
０．３
－１
２０
－４７
１３
－３３
－２１
５
－４
１２
－４７
１７
－２３
１．４
２０
３
２２
－４６
５
－２６
－３
１６
－３
１８
－５６
１１
－３４
－１０
１２
－３
１６
－５３
１３
－２９
－２
１１
２
１９
－５０
資料：Российскийстатистическийежегодник２００５,стр.４４５.
２１世紀初頭のロシア農業
２２３
で，もっともダイナミックな発展をしている
（第１３表）。
以上のような農民経営の発展の要因となって
いるのが，耕種生産である。第１４表は，農民経
営の主要農産物に占める比率を示したものであ
る。同表からは，農民経営が穀物・てんさい・
ひまわり種子生産において重要な役割を果たし
ていることが見てとれる。農民経営は，ロシア
農村における変化の「象徴」から実際的な生産
の担い手へと変わりつつあると言えよう。
４ 農業生産回復の要因
１９９９年以降のロシアの農業生産回復は，複数
の構造的な要因によって達成された。
第１の要因は，農業を取り巻くマクロ経済条
件の好転である。１９９８年の通貨・金融危機前の
ロシアの製造業は，「オランダ病」として知ら
れる状況にあった。原料輸出がもたらした為替
高により，他の産業は国内外で競争力を失い，
疲弊してしまったのである。このような産業の
なかでも，農業の状況はとりわけ深刻であった。
輸入農産物・食料品は，ルーブリ高に加えて，
国内の流通機構の未整備が加わり，大都市を中
心として，国産品を駆逐していった。農産物・
食料品のロシアの輸入額に占める割合は，１９９０
年以降でも２０％を安定的に確保し，１９９５年以降
には２５％を越すにいたった。輸入額は，１９９５年
および１９９７年には，１３０億ドルを超える莫大な
ものとなった（第１５表）。
第１３表 経営類型別の農業生産比率の推移
単位：％
年 １９９０ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５
農業企業
住民の個人副業経営
農民経営
７３．７
２６．３
０．０
５０．２
４７．９
１．９
４９．０
４９．１
１．９
４６．５
５１．１
２．４
３９．２
５８．６
２．２
４１．２
５６．３
２．５
４３．４
５３．６
３．０
４３．９
５２．４
３．７
３９．８
５６．５
３．７
３９．８
５５．７
４．５
４２．８
５１．３
５．９
４１．４
５２．６
６．０
資料：Российскийстатистическийежегодник２００５,стр.４３８,Росстат（http://www.gks.ru/newdesign/）.
第１４表 農民経営の生産比率の向上
単位：％
年 １９９０ １９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５
農業生産
うち
穀物
てんさい
ひまわり種子
食肉
０．０
０．０１
０．０１
０．０
０．０１
１．９
４．７
３．５
１２．３
１．５
１．９
４．６
３．３
１１．４
１．７
２．４
６．２
３．５
１０．８
１．６
２．２
６．８
４．０
１０．９
１．６
２．５
７．１
５．４
１２．６
１．７
３．０
８．４
４．９
１４．２
１．８
３．７
１１．０
５．７
１６．２
１．９
３．７
１２．２
７．１
１９．９
１．９
４．５
１４．４
１０．１
２１．８
２．１
５．９
１７．４
１０．３
２４．５
２．２
６．０
１８．２
１０．３
２６．２
２．５
資料：Российскийстатистическийежегодник２００５,стр.４４４,Социально-экономическоеположениеРоссии２００５года,стр.７２,
７６.
第１５表 農産物・食料品貿易の推移
１９９５年 １９９６年 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年
輸入額（百万ドル）
総輸入額に対する％
輸出額（百万ドル）
総輸出額に対する％
食料品・農産物貿易
の収支（百万ドル）
１３１５２．２
２８．１
４１０．８
２．８
－１２７４１．４
１１５５６．７
２５．０
５４５．４
３．２
－１１０１１．３
１３２７８．４
２５．１
５６０．４
３．６
－１２７１８．０
１０８２０．１
２４．８
５９１．５
４．３
－１０２２８．６
８０７２．８
２６．７
４６２．３
４．３
－７６１０．５
７３８４．１
２１．８
７３９．４
５．３
－６６４４．７
９２０４．９
２２．０
９０４．８
６．２
－８３００．１
１０３７９．９
２２．５
１１７０．０
７．５
－９２０９．９
１２０４３．４
２１．０
１６６４．９
８．１
－１０３７８．５
１３８４９．８
１８．３
１８７８．０
６．４
－１１９７１．８
資料：Российскийстатистическийежегодник２００５,стр.７０５,Российскийстатистическийежегодник２００２,стр.６１９.
２２４
１９９８年８月の通貨・金融危機は，外国からの
農産物・食料品の供給を一時的にストップさせ
た。輸入はまもなく再開されたが，ルーブリの
切り下げにより，その価格は３～４倍にも高騰
した。国産品の競争力は回復し，他の産業と同
様に輸入代替が進行した。この結果，農産物・
食料品の輸入額は，１９９８年には約１０８億ドル，
１９９９年には約８１億ドル，２０００年には約７４億ドル
までに減少する。２０００年の輸入額は，通貨・金
融危機直前の１９９７年のそれの約５６％まで低下し
たのである。輸入品の数量も同様の推移を見せ
た（第１６表）。
国内農業生産者は，輸入代替により市場を取
り戻すだけではなく，より高い価格での販売が
可能となった。このことを示しているのが，ロ
シア政府付属経済情勢センターが実施したアン
ケート調査である。第１７表は，通貨・金融危機
直後の１９９８年１２月および１９９９年４月に，３０の連
邦構成主体の行政機関，農業企業，農民経営に
対して，通貨・金融危機の影響を問うた結果を
示したものである。全体的には，農業・農村の
状況の悪化が最大の特徴となっているが，いく
つかの項目では改善の兆候が見てとれる。とり
わけ，「国産品に対する需要が増加した」とい
う問いに対して全体の８３．７％が肯定し，「国内
生産者にとって販売条件が悪化した」という問
いに対して肯定が４８．１％，否定が４４．９％と，ほ
ぼ拮抗した結果となっているのが目につく。す
なわち，危機直後より，国内生産者は，自らの
生産物への需要が増大し，販売条件が改善され
第１６表 主要農産物・食料品輸入量の推移
単位：千トン
１９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５年９カ月間の前年比％
牛肉
豚肉
鶏肉
バター
ひまわり油
小麦
砂糖原料
砂糖
４４８．９
３０３．９
７５４．４
１１２．８
１７４．２
２０５８．８
１６９６．１
１４３６．０
６１８．１
３０８．９
１１４６．６
１６９．７
３２２．１
２１４３．０
２５１９．２
９４９．９
４１９．５
２８２．０
８１４．５
７９．６
２３２．０
１０９５．２
４０６０．２
３８５．１
５３１．４
４４４．４
２３６．０
３４．３
３００．０
４５４７．１
５７７３．９
１２５．７
２８２．３
２１２．９
６８７．２
４５．４
１４９．５
２６３１．３
４５４６．６
２７１．４
４５９．２
３６９．６
１３８３．３
８１．４
１８２．８
９１６．２
５４１０．４
１４３．１
５０４．６
６０２．０
１３７５．２
９４．１
１７５．７
２６４．８
４４４１．０
１６３．２
５０７．８
５３５．２
１１９０．０
１１４．０
２００．８
６４０．７
４１１２．０
１５１．１
５１０．９
４５５．２
１１０１．３
７０．３
１６０．４
１３６４．１
２５８２．９
２００．１
１３３．３
１２３．０
８８．２
８０．９
４１．１
１３０．７
９６．９
資料：Российскаяэкономикав２００５году,стр.２９４,Российскаяэкономикав２００１году,Институтэкономикипереходного
периода, М.,２００２, ２.４. Агропродовольственныйкомплекс.
第１７表 通貨・金融危機の影響
単位：％
はい いいえ 回答困難
農業住民の社会状況全般が悪化した
農業の物質・技術水準が低下した
農業企業への国家補助金が減少した
農業生産への特恵融資が減少した
投入財と農産物の価格不均衡が拡大した
国産品に対する需要が増加した
賃金未払いが増加した
農村の失業者が増加した
バーター取引が拡大した
国内生産者にとって販売条件が悪化した
９４．４
９２．８
８８．５
８６．５
８５．２
８３．７
８０．７
７８．３
６４．４
４８．１
３．４
３．７
４．３
５．５
１１．１
１１．１
１４．６
１５．０
２３．７
４４．９
２．２
３．５
７．２
８．０
３．７
５．２
４．７
６．７
１１．９
７．０
出所：«Вопросыэкономики»,１９９９ No.１０, стр.１０７.
２１世紀初頭のロシア農業
２２５
たと感じていたのである。
このような生産者の主観は，客観的データに
よっても裏付けることができる。第１８表は，ロ
シアにおける農業の交易条件の変化を示したも
のである。この場合の農業の交易条件とは，基
準年を１９９５年にとり，農産物の生産者価格指数
を農業生産に必要な投入財・サービス価格指数
で除したものである。従って，数値が１を上回
れば交易条件は農業にとって有利に，逆に１を
下回れば不利に変化したことになる。ちなみに，
ロシアの市場経済への移行過程を一貫して観察
してきた移行経済研究所の各種研究は，ロシア
における農業の交易条件が世界価格でのそれに
等しくなったのは１９９４年であり，農工間の価格
均衡は「１９９４～１９９５年の価格」を基準として考
えるべきであるとしている９）。
同表からは，市場経済への移行とともに，ほ
ぼ一本調子で悪化を続けてきた農業の交易条件
が，１９９８年以降，改善をみせたことが確認でき
る。とりわけ，１９９９年および２００１年の改善は著
しく，その指標はそれぞれ「１．０２０」，「０．９９４」
にまで達している。つまり，通貨・金融危機以
降の１９９９～２００１年には，農業の交易条件は，お
おむね「世界価格に基づく適正な水準」となっ
たのである。
以上のように農業をとりまくマクロ経済状況
は好転した。その下で，生産者には積極的な生
産拡大のための刺激が与えられたのである。
なお，このことは，ロシア農業の現状を映す
鏡と言われる穀物生産の状況でも確認すること
ができる。第１９表は，気象条件の影響を排除す
るために，５年間の播種面積・収穫量・単収の
推移を示したものである。同表からは，市場経
済への移行開始直後より，穀物の播種面積の減
少と単収の低下が同時に発生していたことが見
てとれる。正常な状態では，この二つは同時に
は発生しえない。そもそも，播種面積の減少は，
生産条件の悪い限界地で生産がやめられること
第１８表 農業の交易条件の変化（１９９５年＝１）
１９９６年 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年
農産物価格指数（対前年％）
うち耕種
うち畜産物
投入財価格指数（対前年比％）
うち耕種向け機械・設備
うち化学肥料
うち配合飼料
うち燃料
農業の交易条件：１９９５年＝１
全体
耕種
畜産
１４３．５
１６２．１
１３３．５
１６３．６
１６５．４
１８６．０
２０４．３
１３７．８
０．８７７
０．９９１
０．８１６
１０９．１
９８．４
１１８．３
１１８．５
１２３．６
１１９．６
１０６．７
１２０．６
０．８０８
０．８２３
０．８１５
１１１．１
１０１．０
１１６．７
１０９．２
１３０．６
１０９．６
１００．４
１０５．３
０．８２２
０．７６１
０．８７１
１９９．８
１７９．３
２１２．９
１６１．０
１３３．５
１２３．８
１９２．９
１９２．２
１．０２０
０．８４７
１．１５１
１３６．５
１６２．５
１２２．１
１４８．５
１２１．４
１１７．９
１４５．９
１７６．６
０．９３７
０．９２７
０．９４７
１２５．２
１１７．７
１３０．４
１１８．１
１１５．２
１３３．１
１１１．５
１１２．４
０．９９４
０．９２４
１．０４５
１０３．２
１００．１
１０４．９
１１２．２
１１６．４
１２１．１
１０６．４
１０３．６
０．９１４
０．８２５
０．９７７
１０８．６
１１３．９
１０５．３
１１８．６
１１０．５
１１６．２
１１５．９
１２０．４
０．８３７
０．７９２
０．８６８
資料：СельскоехозяйствовРоссии２０００, М., ２０００, стр.１２３, １２５；２００２, М., ２００２, стр.１１６, １１８, Сельскоехозяйство,
охотаилесоводствовРоссии２００４, М.,２００４, стр.１３１,１３３.
第１９表 ロシアの穀物生産の長期動向
１９８１－８５ １９８６－９０ １９９１－９５ １９９６－２０００ ２００１－０５
播種面積（千ヘクタール）
収穫量（百万トン）
単収（ヘクタール当たりトン）
７０９１０
９２．０
１．３０
６５６４０
１０４．３
１．５９
５９１３０
８７．９
１．５７
４９９９０
６５．２
１．５１
４５１６０
７９．４
１．８２
資料：СельскоехозяйствовРоссии２００２,стр.２１５,２５０, ２５４,Сельскоехозяйство,охотаилесоводствовРоссии２００４,
стр.２６０,３００,３０２, Российскийстатистическийежегодник２００５, стр.４４８-４５０, «Экономист»,２００６ No.４,стр.３２.
２２６
により進行する。この場合，単収はその結果と
して逆に上昇していくことになるからである。
ロシアにおいても，この関係は，１９８０年代後半
には成立していた１０）。
ではどうして，１９９０年代のロシアにおいて，
播種面積の減少と単収の低下が同時に発生した
のか。それは，農業生産者が極限的な生産条件
の下におかれたためである。農業生産者は，こ
のため「生き残りのための生産」へと行動様式
を変えた。生産のための支出はカットされ，簡
略化された農業技術の適用，肥料・農薬等の投
入財の節約が進行した。農業生産は粗放化して
いった。その結果が，播種面積の減少と単収の
低下の同時進行をもたらしたのである。
そして，２００１年以降をみると「異常なパター
ン」から１９８０年代後半に観察されたパターンへ
の復帰が見てとれる。これは，ロシア農業に対
してより正常な生産条件が確保されたことを示
すものと考えられる。
以上のような農業を取り巻くマクロ経済条件
の好転，生産条件の正常化が，ロシアの農業生
産の継続的成長を根本で支えたのである。
第２の要因は，農業政策の転換である。それ
は直接的・間接的に農業生産の回復に貢献をし
た。
市場経済への移行開始直後の農業政策は，ソ
フホーズ・コルホーズの農業企業への再編成，
農民経営の創出といった構造改革にその中心が
おかれていた。さらに農業政策の基調には，自
由化と競争による弱者の淘汰という発想が存在
していた。このため，農業生産者への支持・支
援は第二義的なものとみなされた。また，わず
かに残された支持・支援策には，ソヴィエト期
の欠点が残存していた。
貿易政策は，極端に自由化された。その結果
として安価な輸入品の流入を招き，国内生産者
をさらに苦しめた。また，力点がおかれた構造
改革の面も，成果はなかなかあがらなかった。
とりわけ，土地改革は，政治的対立が続き，土
地売買の法的基盤は長らく確立しなかった。こ
のことは，市場化のすすまないロシア農業，と
いう負のイメージを生み出すこととなった。
このような構造政策に偏重した農業政策は，
１９９８年のルーブリの切り下げ以降の農業生産回
復をきっかけとして徐々に転換されることにな
る。例えば，２０００年２月に開催された全ロシア
農工コンプレックス活動家会議で，ガルデェー
エフ農相は，「指摘しなくてはならないのは，
農業改革期において，われわれは，まさにわれ
われの農業経済自由化の規模において，もっと
も市場的な諸国すらも追い抜いていたというこ
とである」とし，かつての農業政策を批判的に
総括した。そして，アメリカ，ＥＵ，さらには
中国の経験を引いて，農業部門での国家支持お
よび国家規制の必要性，適切な貿易政策による
国内生産者の保護の必要性とその高い効果等を
繰り返し強調したのである１１）。
以上のような変化に呼応して，２０００年の収穫
期には，農業向け短期融資に対する利子補助金
制度が導入された。この制度は，商業銀行の融
資を返済した農業生産者に対して，利子の２０％
相当額を支給するものである。これにより，従
来の融資制度の問題点――融資選定の恣意性
（行政との「特殊関係」の有無で決定されると
も評された），資金の非効率な利用（返済不能
となり，最終的には債務が帳消しにされる）――
は，解消された。
また，利子補助金制度は，少ない予算支出で，
より多くの民間資金を農業に誘導した。２００１年
は短期融資に対する利子補助金が初めて通年で
実施されたが，農業セクターに対する融資は一
大ブームとなった。連邦政府は，１３億ルーブリ
を利子補助金として支出するだけで，総額１６５
億ルーブリにもおよぶ商業銀行の融資を引き出
２１世紀初頭のロシア農業
２２７
した。農工コンプレックスに対する融資額全体
も，２０００年の６倍にも達した。さらに２００２年６
月には利子補給制度は，３年までの中期融資に
まで対象が拡大された１２）。融資制度の発展は，
農業生産に直接的な貢献をしたのである。
さらに，これと並行して輸入制限策の実施，
土地法制の整備が行われた。近年のロシアでは，
国内生産者保護を目的として，特定農産物の輸
入制限が開始されている。例えば，２００１年には，
てんさいの加工時期の粗糖輸入を抑制するため
の季節関税が導入された。さらに２００３年には食
肉輸入に一連の制限が課せられた。鶏肉に対し
ては輸入割当量が設定され，牛肉および豚肉に
対しては関税割当制が導入された１３）。また，
長らく懸案であった土地法制に関しても，２００１
年１０月には土地法典が，２００３年１月には連邦法
「農業利用地の流通について」が発効し，農用
地売買が法

的

に

最終決着をみた１４）。
以上の貿易政策と土地法制の整備が，実際に
農業生産に肯定的な影響を及ぼしたかどうかは，
検討の余地が存在する。しかし，このような農
業政策の展開は，政府が国内生産者に対して配
慮をおこなっていること，法的な環境整備が進
んでいることを示すサインであり，農業生産に
対して間接的な貢献をしたと考えることができ
る。
第３の要因は，市場経済への対応として，地
域条件に応じた生産専門化が進行し，その中か
ら効率的な生産者が出現したことである。
まずは，生産専門化の進展に関して，穀物を
例として考察しよう。第２０表は，１９９５～２００３年
の連邦管区別の播種面積の推移を示したもので
ある。同表から，播種面積の減少は，一様では
なく地域別に大きな差異があったこと確認でき
る。とりわけ目立つ変化は，北西連邦管区・極
東連邦管区における穀物播種面積の大幅な縮小
第２０表 連邦管区別穀物播種面積の推移
単位：千ヘクタール
連邦管区 １９９５年 １９９７年 １９９９年 ２００１年 ２００３年 ２００３年／１９９５年（％）
中央 ９７６０．１ ９３７８．５ ７８３３．８ ７３０５．２ ６４９４．１ ６６．５
％ １７．８ １７．５ １６．８ １５．５ １５．４
北西 ６９４．１ ６２７．９ ５１２．７ ４３９．３ ３３４．７ ４８．２
％ １．３ １．２ １．１ ０．９ ０．８
南 ９３９０．８ ９７１６．８ ７７８３．９ ９３３９．７ ８４４４．７ ８９．９
％ １７．２ １８．１ １６．７ １９．８ ２０．０
沿ヴォルガ １８３３２．８ １８０７８．２ １５９０９．３ １５５６２．５ １３４９９．０ ７３．６
％ ３３．５ ３３．７ ３４．２ ３２．９ ３２．０
ウラル ４０１２．８ ４１００．７ ３５７１．６ ３５２３．２ ３０８２．８ ７６．８
％ ７．３ ７．６ ７．７ ７．５ ７．３
シベリア １１８４３．３ １１１１４．５ １０３８８．２ １０６１１．１ ９９６４．７ ８４．１
％ ２１．６ ２０．７ ２２．３ ２２．５ ２３．６
極東 ６７１．２ ６１７．３ ５５５．３ ４５９．９ ３７４．８ ５５．８
％ １．２ １．２ １．２ １．０ ０．９
ロシア ５４７０５．２ ５３６６３．９ ４６５５４．８ ４７２４０．８ ４２１９４．７ ７７．１
％ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０ １００．０
資料：СельскоехозяйствовРоссии ２００２,стр.２１５－２１７, Сельскоехозяйство,охотаилесоводствовРоссии ２００４,
стр.２６０－２６２.
２２８
である。両管区は，もともと穀物播種面積自体
が少なく，近年の動向により穀物生産地域とし
ての存在意義を喪失したと言って良い。その反
対に，伝統的な穀倉地帯である南連邦管区・シ
ベリア連邦管区においては，播種面積の減少は，
全国平均と比較しても小さなものに抑えられて
いる。このことは，穀物生産において適地適作
の傾向が強まったことを示している。
同様の傾向は，地域別の単収動向からも確認
できる。第２１表は，連邦管区別の穀物単収の推
移を示したものである。同表からは，近年，播
種面積においてより大きな割合を占めるように
なった南連邦管区は，単収において常に全国平
均を上回っており，穀物生産においてきわめて
有利な条件をもっていることが確認できる。
穀物生産では，適地適作化が強まり，主要産
地の生産全体に占める割合は上昇している。第
２２表は，１９９１～１９９３年と２００１～２００３年の穀物生
産における上位５つの連邦構成主体を示したも
のである。対象とした期間は，１０年以上にわた
る長期のものであるが，上位にランキングされ
る連邦構成主体は，ほぼ不変であり，これがロ
シアの穀倉地帯ということになる。そして，近
年の上位５つの連邦構成主体の全ロシアの穀物
生産に占める割合は，上昇傾向にある。
この傾向をロシア最大の穀倉であるクラスノ
ダール地方を例として示したのが第２３表である。
同表からは，穀物生産の専門化が進行し，単収
の伸びにみるような高い効率が達成され，生産
も増加していることが見てとれる。
適地への生産集中は，畜産でも進行している。
例えば，ロシアの牛乳生産は，２００５年にその三
分の一がモスクワ州，レニングラード州，ノヴ
ォシビリスク州，クラスルダール地方，アルタ
イ地方，タタルスタン共和国，バシコルトスタ
ン共和国という７つの連邦構成主体に集中して
いた１５）。
適地への生産集中という現象を背景として，
少数ながら効率的な生産者が出現している。こ
の少数の経営は，現在，ロシア全体の農業生産
にも大きな影響を及ぼすようになっている。第
２４表は，主要農産物について，生産量・売上
額・収益の指標を総合して上位１００（鶏肉生産
に関しては５５）農業企業を選出し，これら企業
第２１表 連邦管区別の穀物単収の推移
単位：ヘクタール当たりトン
１９９５年 １９９６年 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年
中央
全国平均に対する指数
北西
全国平均に対する指数
南
全国平均に対する指数
沿ヴォルガ
全国平均に対する指数
ウラル
全国平均に対する指数
シベリア
全国平均に対する指数
極東
全国平均に対する指数
ロシア
１．３０
９９．２
１．１９
９０．８
１．９２
１４６．６
１．０７
８１．７
１．２８
９７．７
１．２３
９３．９
０．９１
６９．５
１．３１
１．５０
１０１．４
１．２５
８４．５
１．８２
１２３．０
１．５５
１０４．７
１．２９
８７．２
１．２０
８１．１
１．０２
６８．９
１．４８
１．８４
１０３．４
１．２７
７１．３
２．０７
１１６．３
１．９３
１０８．４
１．６７
９３．８
１．２７
７１．３
１．１５
６４．６
１．７８
１．５７
１２１．７
１．１２
８６．８
１．８３
１４１．９
１．０２
７９．１
０．９７
７５．２
１．１６
８９．９
１．０７
８２．９
１．２９
１．４２
９８．６
０．９９
６８．８
２．２０
１５２．８
１．２９
８９．６
１．４７
１０２．１
１．１４
７９．２
０．８８
６１．１
１．４４
１．６５
１０５．８
１．４０
８９．７
２．１９
１４０．４
１．３３
８５．３
１．１６
７４．４
１．５０
９６．２
０．８９
５７．１
１．５６
２．０７
１０６．７
１．５２
７８．４
２．７１
１３９．７
１．７２
８８．７
１．６０
８２．５
１．６４
８４．５
０．９９
５１．０
１．９４
２．３２
１１８．４
１．５３
７８．１
２．８７
１４６．４
１．７４
８８．８
１．４７
７５．０
１．４０
７１．４
１．４０
７１．４
１．９６
２．２２
１２４．７
１．７３
９７．２
２．１３
１１９．７
１．７１
９６．１
１．４３
８０．３
１．３９
７８．１
１．１６
６５．２
１．７８
資料：СельскоехозяйствовРоссии２００２, стр.２５４－２５６, Сельскоехозяйство,охотаилесоводствовРоссии２００４,
стр.３０２－３０４.
２１世紀初頭のロシア農業
２２９
がロシア全体の生産に占める割合の推移を示し
たものである。同表から，ロシアの農産物生産
が少数の農業企業に集中していること，その度
合いはさらに進行していることが傾向として見
てとれる。これはとりわけ，鶏肉において顕著
であり，わずか５５の農業企業が全体の４割弱を
生産しているのである。
上位の農業企業は，高い生産効率と収益性を
達成している。第２５表は，同じく上位１００（鶏
肉は５５）農業企業の生産性と収益率を，残りの
農業企業のそれと比較したものである。同表か
らは，上位企業が軒並み高い生産性を記録して
いること，あらゆる生産物において収益をあげ
ていることが確認できる。
このような効率的な農業企業の頂点にたつの
が，農業企業全体の売上額，収益額による上位
３００の農業企業である。２００４年にはロシアには，
２万６００の農業企業が存在しており，上位３００の
農業企業は，経営数ではその１．５％，農用地で
は全体の３．５％を占めるにすぎない。しかし，
これらの農業企業は，２００２～２００４年の平均で，
ロシアの農業企業の売上額の２１％を担い，全収
益の７０．４％をあげたのである（第２６表）。２００４
年に上位３００の農業企業の売上額は９７４億ルーブ
リであったが，これは下位１万６２００の農業企業
（全体の７８．５％に相当する）のそれに等しかっ
た。さらに上位１０の農業企業の売上額は１５８億
ルーブリであり，下位８３００の農業企業（全体の
４０．１％）のそれに等しかった１６）。
こうした効率的な経営の出現と並行して，不
良な農業企業が淘汰されている。この過程は，
農業政策によっても促進されている。財務的に
困難な状態に陥った農業企業に対しては，２００２
年から連邦法「農業商品生産者の財務健全化に
第２２表 穀物収穫量上位連邦構成主体の推移
年 １９９１ １９９２ １９９３ ２００１ ２００２ ２００３
第１位
千トン
第２位
千トン
第３位
千トン
第４位
千トン
第５位
千トン
クラスルダール
７９２９．９
ロストフ
６９３９．５
スターヴロポリ
５２２５．５
ヴォルゴグラード
３６９６．９
アルタイ
３５８６．９
ロストフ
７７５８．８
クラスルダール
７ ３５７．１
オレンブルク
５３５７．８
スターヴロポリ
４９３８．６
バシコルトスタン
４３３８．６
クラスルダール
７３６０．１
ロストフ
７０６６．７
スターヴロポリ
５２５４．０
ヴォルゴグラード
５１６１．１
サラトフ
４４６６．０
クラスルダール
７９８１．５
ロストフ
５９１８．２
タタルスタン
５２９４．３
アルタイ
４７９８．３
スターヴロポリ
４７７３．４
クラスルダール
８４８１．２
ロストフ
６３４４．９
スターヴロポリ
６１２２．３
タタルスタン
５１１６．０
アルタイ
４７５０．３
クラスルダール
５２２１．１
タタルスタン
４６１５．１
スターヴロポリ
３７４６．３
ロストフ
３５４４．５
サラトフ
３５３４．５
上位５計
総生産量に
対する％
２７３７８．７
２７．４
２９７５０．９
２９．８
２９３０７．９
２９．３
２８７６５．７
３３．８
３０８１４．７
３５．６
２０６６１．５
３０．８
資料：СельскоехозяйствоРоссии, М., １９９５, стр.２１６－２１８, Сельскоехозяйство, охотаилесоводствовРоссии ２００４,
стр.２９８－３００.
第２３表 クラスノダール地方のロシアの穀物生産に占める地位
１９９１－９５ １９９６－２０００ ２００１－０３
播種面積（千ヘクタール）
全播種に占める％
穀物収穫（百万トン）
全生産に占める％
単収（ヘクタール当たりトン）
ロシア平均に対する％
１９３７．６
３．３
６．８
７．７
３．５２
２２４．３
１８１０．４
３．６
５．５
８．４
３．１２
２０６．４
１９７１．０
４．３
７．２
９．０
３．７４
１９７．７
資料：СельскоехозяйствоРоссии,М.,１９９５, стр.１７１, СельскоехозяйствовРоссии２００２, стр.２１６, Сельскоехозяйство,
охотаилесоводствовРоссии２００４,стр.２６１.
２３０
ついて」に基づく処置が適用されている。同法
は，農業企業の再建のために，農業企業の実情
と再建計画に応じて，滞納している税金および
債務の帳消しないしは支払い猶予の実施を定め
ている１７）。２００５年１０月１日時点のデータでは，
約１万２０００の農業企業が対象とされており，約
８１７億ルーブリの債務が整理された。しかし，
このような処置によっても更生不能と判断され
た農業企業は，倒産処理に付される。例え
ば，２００４年には３４５５件の倒産訴訟が提訴され
第２４表 上位農業企業の総生産に占める比率の推移
単位：％
１９９６－９８年平均 ２００２－０４年平均
穀物
ひまわり種子
てんさい
じゃがいも
牛乳
牛肉
豚肉
鶏肉
鶏卵
３．４
６．９
１４．０
１．１
１．７
２．０
７．７
２６．２
３７．２
４．８
６．７
１７．９
１．１
３．０
２．３
１１．４
３６．６
３９．３
出所：«Крестьянскиеведомости»,２００５ No.４３－４４, стр.５.
第２５表 上位農業企業とその他の農業企業の生産性・収益性の比較（２００２～２００４年）
生産性＊ 収益率（％）
上位企業 他企業 倍 上位企業 他企業
穀物
ひまわり種子
てんさい
じゃがいも
野菜（露地物）
牛乳
牛肉
豚肉
鶏肉
鶏卵
３．２
１．５
３７．１
１９．８
３２．５
５７７６
６０４
３８９
３８
３０７
１．７
０．９
１９．６
１０．３
１０．８
２８６２
３６１
２０７
１１
２３０
１．９
１．７
１．９
１．９
３．０
２．０
１．７
１．９
３．５
１．３
６５．７
１０３．２
４１．５
５３．９
４３．７
４１．８
１７．７
２０．９
１３．６
２６．２
２４．０
６３．５
－０．３
１５．２
９．０
２．８
－３４．４
－２２．３
－１７．８
４．７
資料：«Крестьянскиеведомости»,２００５ No.４３－４４, стр.５.
注＊耕種に関してはヘクタール当たりトン，牛乳は年間搾乳量（キロ），食肉は一日当たり肥育量（グラム），鶏卵は年間個数
第２６表 上位企業への生産集中度合い
上位３００経営（２００２～０４年平均） 他（２００２～０４年平均値）
総計 全農業企業に占める％ 経営当たり 総計 経営当たり
経営数
年平均労働者数（千）
農用地（千ヘクタール）
播種面積（千ヘクタール）
牛飼養頭数（千）
売上額（百万ルーブリ）
収益額（百万ルーブリ）
３００
２６５
３１６６
２４０９
１９２
７４１５８
１２３６２
１．３
７．９
５．５
１．９
３．９
２１．０
７０．４
０．８８
１０．６
８．０
０．６４
２４７．２
４１．２
２２１１１
３０９０
１２４２９３
５４７８４
４６７２
２７９４７２
５２０９
０．１４
５．６
２．５
０．２１
１２．６
０．２４
資料：«Крестьянскиеведомости»,２００５ No.４３－４４,стр.４.
２３１
た１８）。近年，以上のような経過により，農業
企業数は，２００１年～２００４年の間に４０００以上減少
している１９）。
効率的な経営の出現は，農業企業に限定され
ない。その好例が，オムスク州オデッサ地区の
農民経営「アリビータ」である。同経営は，１９９０
年代初頭に１７００ヘクタールと当時としても大規
模な経営として創出された。そして，その後も
穀物生産への専門化を進めるとともに，穀物加
工・流通部門へも事業を拡大した。農民経営は，
安定的に地区平均を上回る単収を確保し，２００４
年の経営規模は，所有地７０００ヘクタールに加え
て，周辺住民より２万１０００ヘクタールの土地を
賃借し，２万８０００ヘクタールまで拡大した。こ
れは，「市民の経済活動」として定義される農
民経営の範疇を超えている２０）。
このように近年のロシアでは，農業企業，農
民経営，住民の個人副業経営といった従来の経
営類型を超えて，効率的な生産者が出現してい
る。こうした成功者が，ロシア農業全体の生産
回復を支えているのである。
５ 持続的成長の可能性
ロシアの農業生産は，これからも持続的成長
を続けるのか。この問題について，１９９９年以降
の生産回復を支えた要因の現状および今後を検
討することにより，考察をくわえたい。
第１に，マクロ経済状況はどのように変化し
ているかを確認しよう。
農業生産回復の最初の刺激となった輸入代替
効果は，遅くとも２００２年までには消滅した。す
でに２．でも触れたように，年間１０％を超える
高い水準でのインフレの継続と為替レートの安
定により，ルーブリの実質的レートは，通貨・
金融危機前の水準に戻っている。このため，ル
ーブリ高による輸入圧力は再び強まっている。
このことを端的に示しているのが，輸入農産
物・食料品額の動向である。それは，２０００年ま
で減少を続けた後，２００１年からは急激な増加に
転じた。そして，２００４年の輸入額は，通貨・金
融危機前の１９９７年のそれを陵駕するにいたって
いる（第１５表参照）。
輸入代替効果の消滅と前後して，農業の交易
条件は，２００２年以降，再び悪化した（第１８表参
照）。２００３年の交易条件は，「０．８３７」となり，
１９９７～１９９８年の水準に近づいている。２００４年以
降には，自動車用ガソリン・ディーゼル燃料を
中心とした国内向け石油製品価格は，農産物価
格を大きく上回って高騰している。例えば，２００５
年には，農産物価格はわずか３％の上昇であっ
たのに対して，ディーゼル燃料は１８％も上昇し
たという２１）。このことを考慮すると，近年の
農業の交易条件は，さらに悪化しており，市場
経済への移行開始以来，最悪のものとなってい
る可能性が強い。
以上のような状況の悪化は，農業生産者自体
も感じている。第２７表は，ロシア政府付属経済
情勢センターの農業関係者を対象として実施し
た２００２年および２００３年のアンケート調査の結果
をまとめたものである。どちらの年もその前年
の自分の地域の農業の状況について自己評価を
してもらった結果である。この表からは，回答
者の６割以上が悲観的な評価（「不満足な状
態」「破産の瀬戸際」）をしており，しかもより
悪化していることが見てとれる。
第２８表は，２００２年に発生した重要な変化を尋
ねたものであるが，農業生産者自身が交易条件
の悪化，生産条件の悪化を感じていることが見
てとれる。なお，生産者は国産の食肉・肉製品
の需要が増加していること，逆に輸入品に対す
る需要は減少していることを感じている。これ
は，好調なマクロ経済状況による住民所得の上
昇が，国産畜産物への需要増という形で現れた
２３２
ものと思われる。
以上のことから，農業をとりまくマクロ経済
状況は，国産畜産物に対する需要の増加により
若干和らげられているものの，全体としては悪
化していると結論づけられる。
第２に，農業政策の現状について確認しよう。
農業政策の目標は，以前と同様に農業保護・農
業支持におかれている。ただし，近年ではその
実効性に疑問が生じている。
まず，２００３年からの食肉輸入制限策である。
鶏肉に関しては輸入割当量が，牛肉・豚肉に関
しては関税割当制度が導入された。だが，その
対象は食肉のみであって，食肉加工品に対して
制限は加えられていない。さらに対象国は，い
わゆる「遠い外国」であり，ＣＩＳ諸国からの
食肉・食肉加工品輸入は，まったくの適用外と
なっている。この結果，近年の食肉輸入は，地
域的にはＣＩＳ諸国からのものが増え，さらに
は食肉加工品に一部代替されている２２）。現状
の政策では，国内生産者に対する適切な保護と
なっていない。
つぎに，近年実施された地方政府への権限委
譲は，新たな非効率を生み出している。
地方政府への権限委譲は，２０００年７月に承認
された「２００１～２０１０年における農業食料政策の
基本方向」に基づいて実施された。その目標は，
効率的かつ整合性のとれた農業政策の実施にあ
り，連邦政府には食糧安全保障，構造政策・貿
易政策等の国家規模の戦略的な政策策定機能を
残し，それ以外は地方政府に委譲することが基
本とされた。そして，この基本方針に従って，
２００５年以降，農業規制に関する権限が地方政府
に委譲されている。
地方政府は委譲された権限に従い，独自の農
業補助金支給を開始した。しかし，そもそも補
助金を支給できるだけの十分な収入をもつ地方
第２７表 地域の農業の状態をどう評価するか
単位：％
２００１年の状態
（２００２年調査）
２００２年の状態
（２００３年調査）
良好
満足できる状態
不満足な状態
破産の瀬戸際
解答困難
１．９
３１．８
４３．２
１９．１
４．０
２．１
２８．５
３９．３
２７．０
３．１
資料：«Вопросыэкономики»,２００４ No.２, стр.６６.
第２８表 「２００２年における重要な変化はなにか（２００３年調査）」
単位：％
はい いいえ わからない
工業資材と農産物の価格不均衡が強まった
農業生産者に対する国家支持が弱まった
農業生産者の債務整理が加速化した
農村の市場的インフラが発展した
農村の社会的インフラが発展した
国産食肉・肉製品に対する需要が増加した
輸入食肉・肉製品に対する消費者需要が減少した
食料卸売市場・小売り市場の犯罪化が進む
土壌肥沃度が低下した
農業利用地の市場流通が活性化した
９１．１
７３．５
１９．７
１８．１
１２．２
６９．６
６０．６
６１．３
８６．１
３２．８
４．４
２０．０
５４．６
７１．２
８２．１
２１．５
２３．０
１０．９
６．８
４４．９
４．６
６．５
２５．６
１０．７
５．８
８．９
１６．５
２７．８
７．２
２２．３
資料：«Вопросыэкономики»,２００４ No.２, стр.６８.
２１世紀初頭のロシア農業
２３３
政府は，主に農業生産に不利な条件に多く存在
している２３）。このような地域で畜産を中心と
する農業支持が行われた結果，２００５年には，生
産条件の不利な地域で食肉生産が増加した。一
方，農業が経済の主体をなしている地方では，
収入が少なく，適切な農業支持が行えない。こ
の結果，農業地帯では，穀物・食肉・牛乳とい
った重要産品の生産が減少ないしは横ばいとな
っているのである２４）。また，地方政府への権
限移管は，従来から問題とされてきた地域間の
「貿易戦争」を激化させる可能性も指摘されて
いる２５）。
第３に市場経済への対応の進行である。これ
は基本的に現在も継続中であり，効率的な生産
者への生産の集中・集積が継続している。しか
し，その反面，過度の市場経済化が生産へ悪影
響をおよぼす恐れもでてきている。
その例としては，近年のひまわり種子生産の
増加があげられる。ひまわり種子生産の増加は，
なによりもその高い収益性によるものである。
それは，一面では，農業生産者が価格シグナル
への対応を学んだという点で肯定的に評価しう
る。しかし，各種データを分析すると，ひまわ
り種子の生産拡大は，農業技術的に見ると問題
も多いものなのである。
第２９表は，近年のロシアにおけるひまわり種
子生産の基本指標の推移を示したものである。
同表からは，播種面積が著しく拡大しているの
に対して，単収は逆に低下していることが明瞭
に見てとれる。これは，生産増がおもに粗放的
かつ外延的な方法によって達成されたことを示
している。また，ひまわり種子生産は，ロシア
では限定された地域で行われているにすぎない。
このため主要産地におけるひまわり種子の比重
はさらに高いものとなる。第３０表は，ロストフ
州における状況を示したものである。同表から
は，耕種生産において，ひまわり種子の極めて
高い割合を占めていることがみてとれる。それ
は，近年では播種の約４分の１をも占めるにい
たっているのである。
ひまわり種子栽培は，多くの水分と栄養分を
必要とし，土壌の乾燥化を進め，肥沃度を低下
させる。このため，多圃輪作体系においては６
～７年を経過しないと再び栽培を行うべきでは
ないとされている。この観点から言うと，主要
産地におけるひまわり種子は，科学的に基礎づ
けられた水準よりも２倍以上多いということに
なる。農民経営においては，この比率はさらに
第２９表 ロシアにおけるひまわり種子生産の推移
１９９０年 １９９５年 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年
播種面積（千ヘクタール）
全播種に占める％
収穫量（百万トン）
ヘクタール当たり収穫量（トン）
２７３９
２．３
３．４
１．３７
４１２７
４．０
４．２
１．０６
４６２９
５．４
３．９
０．９０
３８２１
４．５
２．７
０．７８
４１１７
４．９
３．７
０．９７
５３３７
６．７
４．９
１．００
４８４８
６．２
４．８
１．０２
資料：«АПК»,２００６ No.１,стр.６２.
第３０表 ロストフ州におけるひまわり種子生産の推移
１９９０年 １９９５年 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年
播種面積（千ヘクタール）
全播種に占める％
収穫量（千トン）
ヘクタール当たり収穫量（トン）
４５５．１
８．７
８３６．２
１．７３
８８１．３
１９．１
１０６３．２
１．２１
８９６．５
２３．２
８８８．０
０．９４
７９３．５
１９．４
５７９．１
０．７３
８０９．２
１９．４
８８２．０
１．０９
１０８６．２
２６．６
１１９２．９
１．１０
１０２４．４
２４．１
１１８７．３
１．１６
資料：«АПК»,２００６ No.１,стр.６３.
２３４
高く，播種の半分に達する場合もある。つまり，
収益性を追求するあまり農業技術が無視されて
いるのである。これがこのまま続けられた場合，
環境への深刻な影響を与える可能性がある２６）。
さらに１９９０年代前半の交易条件の悪化への対
応として始まった機械装備の低下がいまもなお
継続している。農業企業の例をとれば，２００４年
のトラクター，穀物収穫用コンバイン，飼料収
穫用コンバインの保有台数は，１９９０年のそれの
４割以下にすぎない（第３１表）。これは，平均
すると技術的に必要とされる台数の「二分の一
から三分の一以下」でしかない。しかも現在，
経営で利用されている機械は，著しく消耗した
ものであり，７０～８０％以上が規定の利用期間を
超えている２７）。
このため，多くの耕地が利用されないまま放
置されている。放置された耕地は，次第に灌
木・雑草に覆われていき，最終的には農業生産
が不可能になってしまう。例えば，２０００～２００４
年の間に，ロシアの耕地面積は，３４０万ヘクタ
ール減少している。また，２００４年のデータによ
れば，全体の１８．５％に相当する２１８０万ヘクター
ルの耕地が放置されていた。ロシア政府付属経
済情勢センターの分析によれば，形式的に純休
閑に分類されているもの中にも，放置された耕
地が多く存在しているという。この存在を考慮
すると，放置された耕地の規模は，少なくとも
２８００～２９００万ヘクタールに達しており，ロシア
の「全耕地の２５％」が利用されていないとい
う２８）。このような耕地縮小は，農業生産の継
続にとり大きな脅威となっている。
６ おわりに
今後のロシア農業はどうなるのか。全ロシア
農業経済研究所が独自の経済モデルを用いて行
った予想によれば，良好な経済条件が継続する
という楽観的な前提に基づいた場合，２０年後の
ロシア農業の生産高は現在の２．２倍となり，穀
物生産も１億３０００～３５００万トンに達するという。
しかし，より悲観的な前提を採用した場合，投
資の一部地域への集中が継続して，ロシアが都
市周辺の「超集約的農業生産」ゾーンとそれ以
外のゾーンに分割される可能性もある。その場
合，ロシアの大部分で商業的な農業活動は停止
され，農村から多くの住民が姿を消してしまう
という２９）。現在のロシア農業は，こうした大
きな分岐点の前にいる。
ともあれ，ロシア農業は，市場経済移行にと
もなう最大の衝撃を乗り越えた。ただし，現在
では，生産回復を助けた輸入代替効果は消え去
ってしまっている。さらに，生産基盤の崩壊は，
かつてと較べて緩やかになってとはいえ，依然
として進行中である。今後のロシア農業の動向
は，こうした問題点に対して，農業政策がどれ
だけ対応できるのかによって，大きく左右され
るであろう。このような観点からみると，２００５
年に発表された優先的国家プロジェクト「農工
コンプレックスの発展」が，ロシア農業にとっ
てどのような効果を及ぼすのか，注目に値しよ
第３１表 農業企業の機械保有数の推移
単位：千台
１９９０年 １９９９年 ２０００年 ２００２年 ２００４年 ２００４年／１９９０年（％）
トラクター
穀物収穫コンバイン
飼料収穫コンバイン
１５２０
４０８
１２１
８６３
２１０
６４
８１８
１９９
６０
７０７
１７３
５０
５８１
１４４
３９
３８
３５
３２
資料：«Экономикасельскохозяйственныхиперерабатывающихпредприятий»,２００５ No.１２,стр.３９.
２１世紀初頭のロシア農業
２３５
う。ロシア農業の動向は，すでにロシア一国の
みの問題ではない。その今後については，引き
続き十分な注意を払う必要がある。
［付記］本研究は，専修大学社会科学研究所
グループ研究助成（Ａ）「現代国際経済の
研究」の成果の一部である。
１） 本稿の主な対象期間は，以上のような問題
関心から１９９９年以降となる。それ以前のロシ
ア農業の状況に関しては，野部公一「経済改
革後のロシア農業」（『国際農林業協力』第２２
巻第１号，１９９９年），同「１９９７年のロシア農業
――天候に左右される穀物生産――」（『農総
研季報』No.３８，１９９８年）等を参照されたい。
２） Российская экономика в ２００５ году,
Институт экономики переходного периода,
М.,２００６, стр.１７７-１７８.
３） Там же, стр.１７８－１７９.
４） «Независимая газета», １５февраля２０００
г., стр.１１.
５） Российскаяэкономикав２００５году, стр.
１３.
６） Там же, стр.６６.
７） このことに関しては，今村卓「ＢＲＩＣｓ
の台頭と世界経済への影響」丸紅経済研究
所，２００６年等を参照のこと。また，最近では
この４カ国に南アフリカを加えて「ＢＲＩＣ
Ｓ諸国」という用例もある。
８） 柴田明夫「世界の米・小麦の需給動向」丸
紅経済研究所，２００３年，１１頁。
９） Российская экономика в１９９５году,Те-
нденциииперспективы, ИнститутЭконо-
мических Проблем Переходного Периода,
М., １９９６, ４.３. Агропромышленный комп-
лекс, «Российскаяэкономика :тенденциии
перспективы», июнь１９９９, Новоевагра-
рном закондательстве.
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доклада на Всероссийском совещании
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стр.２９.
１３） 関税割当制は，牛肉に関しては割当量（２００３
年は４月より適用され３１万５０００トン，２００４年
は通年で４２万トン）を上回る分に対して６０％
の関税を適用するという内容のもの。豚肉に
関しては割当量（２００３年は４月より適用され
３３万７５００トン，２００４年は通年で４５万トン）を
上回る分に対して８０％の関税を適用するとい
う内容のもの（«Сельская жизнь», １５-２１
декабря２００５г. No.９８, стр.１０, Российская
экономикав２００５году,стр.２８３）。
１４） このことの詳細に関しては，野部公一「ロ
シアにおける土地流通・土地市場――実態理
解のための若干の考察――」奥田央編著『２０
世紀ロシア農民史研究』，社会評論社，２００６年
を参照されたい。
１５） Российскаяэкономикав２００５году, стр.
２６６.
１６） «Крестьянскиеведомости»,２００５No.４３－
４４, стр.４.
１７） «Экономист»,２００４ No.８, стр.９３.
１８） Российскаяэкономикав２００５году, стр.
２７０-２７１.
１９） Российскийстатистическийежегодник
２００５, стр.４４４.
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２４） Тамже, стр.２７９.
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